
（様式１）

令和 年 月 日

防衛省航空幕僚監部総務部

会計課長 殿

住所（又は所在地）

会社名及び代表者名

令和８年度国内出張チケット手配等業務の申し込みについて

標記について、下記のとおり必要書類を提出いたします。なお、契約相手方

として選定された場合には、契約書、仕様書等に従い、万全を期して業務を行

いますが、万一不測の事態が生じた場合には、防衛省航空幕僚監部総務部会計

課長の指示の下、全社を挙げて直ちに対応いたします。

記

１．適合証明書（様式２）

２．業務提案書（様式３）

３．暴力団排除に関する誓約書（様式４）



（様式２）

適 合 証 明 書

資 格 等 回 答 資料No.

（１）令和０７・０８・０９年度防衛省競争参加資格（全省庁統一資格）「役

務の提供等」のＤ等級以上に格付けされ、関東・甲信越地域の参加資格

を有する者であること。
○or×

・等級： （等級を記入すること）

（資格審査結果通知書（全省庁統一資格）の写しを添付すること。）

（２）予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第１６５号）第７０条及び第７１条の規定に該

当しない者であること。
○or×

（３）防衛省から指名停止の措置を受けている期間中の者でないこと。 ○or×

（４）旅行業法（昭和２７年法律第２３９号）第３条の規定に基づき観光庁長官の登録を受

けた法人であること。 ○or×

（旅行業者登録簿又は旅行業者代理業者登録簿の写しを添付すること。）

（５）暴力団排除に関する誓約ができること。 ○or×

（６）本契約に係る事務手数料、配送料等がかからないこと。 ○or×

（７）チケット代金の支払いについて、仕様書３⑷に定める方式に対応できること。 ○or×

（８）本仕様書に記載する業務に関し必要な知識及び経験を有する業務責任者を定めること。

業務責任者は、当該業務を総合的に把握するとともに、当該業務に従事する者（以下「従

事者」という。）に対する適切な教育、指導、助言及び訓練を徹底し、適正かつ効率的な
○or×

業務の履行に努めること。

（９）従事者は日本語でのコミュニケーションが可能であること。 ○or×

（10）繁忙期には従事者を増員できる体制を有していること。 ○or×

（11）個人情報の取扱いに関し、社内に秘密保持体制が整っていること、又は一般財団法

人日本情報経済社会推進協会からプライバシーマークの付与認定を受け ○or×

た法人であること。

＜本件の照会先＞

住 所：

会 社 名：

所属部署：

担当者名：

電話番号：

E - m a i l：

＜記載上の留意点＞

○ 回答欄には、条件をすべて満たす場合は「○」を、そうでない場合には「×」を記

入すること。

○ 内容を確認できる書類等を要求している場合は、必ず添付した上で提出すること。

なお、申請者の判断で、他に補足資料等を添付することは妨げない。

○ 資料等は、日本語、Ａ４判で提出すること。



（様式３）

業 務 提 案 書

１ 業務体制

① 業務体制

（営業所等の名称及び住所、従事者の役割分担、航空券の発券機の有無、

その他業務効率に関する事項について記載すること。）

② 従事者の人数：○名（うち、防衛省専属職員数○名）

※常時対応可能な人数を記載すること。配送のみの従業員は除く。

③ 従事者の役職、職歴（旅行業務取扱管理者、旅行業に関する職務経験年

数等）

④ 繁忙期、緊急時（旅行中の事故及び旅行のキャンセル等）の対応方法及

び体制

２ 出張チケットの手配実績

直近１年間の手配実績を以下の要領で記載すること。

① パック商品の手配件数

※パック商品とは、交通機関（新幹線、航空機）と宿泊施設を同時に手

配することで安価な料金を提供している宿泊付きの包括旅行のこと。

※例えば、一泊二日の航空機のパック商品を３人に手配した場合は、３

件とカウントする。

② 取扱いが可能な航空会社の名称、専有保有座席及び優先保有座席数

※令和８年５月１１日現在の情報にて記載すること。

３ パック商品の割引

① パック商品等の取扱

・自社のパック商品について、主要都市（札幌、仙台、名古屋、京都、大

阪、神戸、広島、高松、福岡、那覇をいう。以下同じ）におけるビジネ

ス向けパック商品の有無を当該都市ごとに記載すること。また、代表的

なパンフレットの名称を併せて記載すること。パンフレットは、交通手

段の別、価格及び宿泊できるホテル名がわかるものであること。

例）札幌 ビジネスパックあり ○○出張パック

仙台 ビジネスパックあり ××出張パック

・パンフレットの表示価格より割引が可能であれば記載すること。

例）一律○％引き 等

・他社のビジネス向けパック商品について、取扱いが可能な「他社の名

称」、「企画」を記載すること。また、当該他社のビジネス向けパック

商品で、パンフレットの表示価格より割引が可能な商品があれば記載す

ること。

例）○○の場合○％引き



② パック商品の提案等

・自社及び他社のパック商品の選考について、基準及び条件等があれば記

載すること。

・パック商品を「比較検討した経緯について記録を残しておくこと（仕様

書３．（１））」についての対応方針を具体的に記載すること。

・パック商品の他、各基地における旅行に適した商品の提案、継続的な価

格低減の方法等があれば条件等を含めて記載すること。

４ 宿泊施設の割引

宿泊施設についての提案、自社の強み、継続的な価格低減の方法等があれ

ば条件等を含めて記載すること。

５ 出張チケットの配送、引き渡しの方法等

① 出張チケットの配送、引き渡しの方法、配送回数及び時間帯を記載する

こと。

② 航空自衛隊目黒基地及び十条基地における配送手続を具体的に記載する

こと。

６ その他、無償で提供可能なサービス等

① 本件契約の対象（出張チケット）か否かに関わらず、空港及び主要駅か

ら用務地及び宿泊地への交通機関等（高速バス、路線バス、市電等）に係

る情報（交通費を含む。）について情報提供が可能である場合は、その範

囲及び条件を具体的に記載すること（口頭によるもの又は任意の書面によ

るものの別等）。

② その他、無償で提供可能なサービス等があれば具体的に記載すること。

７ 業務経験・実績

国、地方公共団体、法人における出張旅費業務のうち、チケット手配等の

業務を専属業者として請け負った実績があれば、可能な範囲で契約相手方、

業務内容等を記載すること。

＜本件の照会先＞

住 所：

会 社 名：

所属部署：

担当者名：

電話番号：

E - m a i l：



（様式４）

暴力団排除に関する誓約書

□ 当社
□ 私（個人の場合）
□ 当団体（団体の場合）は、下記１及び２のいずれにも該当しておりません。
また、将来においても該当することはありません。
この誓約に虚偽があった場合、又はこの誓約に反したことにより、当方が不

利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てません。
また、官側の求めに応じ、当方の役員名簿（有価証券報告書に記載のもの（生

年月日を含む。）。ただし、有価証券報告書を作成していない場合は、役職名、
氏名及び生年月日の一覧表）及び登記簿謄本の写しを提出すること並びにこれ
らの提出書類から確認できる範囲での個人情報を警察に提供することについて
同意します。

記

１ 契約の相手方として不適当な者
⑴ 法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はそ
の者、法人である場合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結す
る事務所をいう。）の代表者、団体である場合は代表者、理事等、その他
経営に実質的に関与している者をいう。）が、暴力団（暴力団員による不
当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に
規定する暴力団をいう。以下同じ）又は暴力団員（同法第２条第６号に規
定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき

⑵ 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的、又は第
三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどし
ているとき

⑶ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を
供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若し
くは関与しているとき

⑷ 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利
用するなどしているとき

⑸ 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有して
いるとき

２ 契約の相手方として不適当な行為をする者
⑴ 暴力的な要求行為を行う者
⑵ 法的な責任を超えた不当な要求行為を行う者
⑶ 取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為を行う者
⑷ 偽計又は威力を用いて支担官等の業務を妨害する行為を行う者
⑸ その他前各号に準ずる行為を行う者

上記について、誓約いたします。

令和 年 月 日
住所（又は所在地）
会社名及び代表者名


